
高 等 教 育 局 主 要 事 項
－平成２７年度予算（案）－

（注）単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

学びのセーフティネットの構築

○大学等奨学金事業の充実と健全性確保 ９２１億円
（対前年度増減 △ ３９億円）

うち育英資金貸付金 ７４８億円
（対前年度増減 ＋ ７２億円）

〔復興特別会計 ４５億円〕

意欲と能力のある学生等が、経済的理由により進学等を断念することがないよう、安心し
て学ぶことができる環境を整備することが重要。このため、①無利子奨学金の貸与人員の増
員、②貸与基準を満たす年収300万円以下の世帯の学生等全員への貸与の実現、③より柔軟
な「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた詳細な制度設計や、システム開発等の対応
の加速など、大学等奨学金事業の充実を図る。

＜事業費＞ 無利子奨学金 3,000億円 ⇒ 3,125億円（125億円増）

〔この他被災学生等分48億円〕

（有利子奨学金 8,677億円 ⇒ 7,966億円（711億円減））

＜貸与人員＞ 無利子奨学金 44万1千人 ⇒ 46万人（1万9千人増
※
）

※うち新規貸与者の増員分8千6百人

〔この他被災学生等分7千人〕

（有利子奨学金 95万7千人 ⇒ 87万7千人（8万人減））

○国立大学・私立大学の授業料減免等の充実 ３９２億円
（対前年度増減 ＋１７億円）

〔復興特別会計 ２１億円〕

意欲と能力ある学生が経済的な理由により学業を断念することがないよう、国立大学、私
立大学の授業料減免等の充実を図る。

◆国立大学の授業料減免等の充実 ３０７億円
（対前年度増減 ＋１３億円）

〔復興特別会計 ４億円〕

意欲と能力ある学生が経済状況にかかわらず修学の機会が得られるよう、授業料免除枠を
拡大する。

免除対象人数：約0.3万人増 平成26年度：約5.4万人 → 平成27年度：約5.7万人

学部・修士：約4.8万人 → 約5.1万人（約0.3万人増）

博士：約0.6万人 → 約0.6万人

◆私立大学の授業料減免等の充実 ８５億円
（対前年度増減 ＋３億円）

〔復興特別会計 １７億円〕

私立大学等が経済的に修学困難な学生を対象に実施している授業料減免等への支援の充実
を図る。

（減免対象人数：約0.3万人増 平成26年度：約3.9万人 → 平成27年度：約4.2万人）
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「大学力」向上のための大学改革の推進等

○国立大学改革の推進 １兆１，１７４億円
（対前年度増減 △１３５億円）

〔復興特別会計 ４億円〕
国立大学及び大学共同利用機関が我が国の人材養成・学術研究の中核として、継続的・安

定的に教育研究活動を実施できるよう、基盤的経費である運営費交付金等を確保するととも
に、各大学等の強み・特色を活かした機能強化への取組を重点支援することで国立大学改革
を促進する。

【２６年度補正予算案 ６６億円】
◆国立大学法人運営費交付金等 １兆１，００６億円

（対前年度増減 △１１７億円）
〔復興特別会計 ４億円〕

継続的・安定的に教育研究を展開しうるよう、各大学等の財政基盤をしっかりと支えるた
めに必要な大学運営の基本的な経費を確保するとともに、国立大学等の教育研究力の強化に
資する以下の取組について、所要の経費を確保。

（主な内容）
・国立大学の授業料減免等の拡大（学部・修士の免除対象人数を0.3万人増）

３０７億円（ ２９４億円）
・被災学生授業料減免等〔復興特別会計〕 ４億円（ ７億円）
・国立大学の機能強化を推進するため、教育研究組織の再編成や人事・給与システムの弾力化を通じ
て、世界水準の教育研究活動の飛躍的充実や各分野における抜本的機能強化及びこれらに伴う若手・
外国人研究者の活躍の場の拡大等に取り組む大学に対して重点配分。また、年俸制の本格的な導入
に積極的に取り組む大学に対しても重点配分。 １５６億円（ ７７億円）

・共同利用・共同研究拠点や大学共同利用機関で実施される大型プロジェクトの推進（大規模学術フ
ロンティア促進事業）や、国内外のネットワークの構築、新分野の創出、新たな拠点の形成等に資
する取組へ重点配分することで、研究拠点の形成から発展・強化まで共同利用・共同研究体制を充
実し、我が国の強み・特色を生かした研究水準の向上を図る。 ３８１億円（ ３７７億円）

◆国立大学改革強化促進事業 １６８億円

（対前年度増減 △１８億円）
国立大学が平成28年度から始まる第３期中期目標期間において、各国立大学の強み・特色

を最大限に生かし、自ら改善・発展する仕組みを構築することにより、持続的な「競争力」
を持ち、高い付加価値を生み出す存在となるべく、「ミッションの再定義」で明らかにされ
た各国立大学の有する強みや特色、社会的役割を中心に第３期中期目標期間を見据えた各国
立大学の具体的な改革構想をさらに加速化するための重点支援を行う。

・国立大学改革強化推進補助金 １２６億円（ １３８億円）
・国立大学改革基盤強化促進費 ４２億円（ ４８億円）

○国立高等専門学校における教育研究の推進 ６２０億円
（対前年度増減 △１億円）
〔復興特別会計 ０．２億円〕

産業界のニーズに応え実践的・創造的な技術者を養成している国立高等専門学校につい
て、教育活動を支える基盤的な経費を確保するとともに、社会経済の変化に対応し、高専教
育の充実・高度化に資する以下の取組について、重点的に配分。

（主な内容）
・国立高等専門学校の授業料減免等の拡大 ５．３億円（ ５．２億円）
・高等専門学校の高度化推進 ３．３億円（ １．０億円）
・グローバルエンジニア育成経費 １．８億円（ １．５億円）
・被災学生授業料減免等〔復興特別会計〕 ０．２億円（ ０．３億円）
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○私立大学改革の推進など私学の振興 ４，３１１億円
（対前年度増減 △１１億円）

〔復興特別会計 １４７億円〕

◆私立大学等経常費補助 ３，１５３億円
（対前年度増減 △３１億円）

〔復興特別会計 ２８億円〕

建学の精神や特色を生かした私立大学等の教育研究活動を支援するための基盤的経費を確

保するとともに、被災地にある大学の安定的教育環境の整備や授業料減免等への支援を実施。

・一般補助 ２，７１１億円

大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援する。

・特別補助 ４４１億円

2020年度以降の18歳人口の急激な減少を見据え、経営改革や地域発展に取り組む私立大学等に対し、

重層的に支援する。

・私立大学等経営強化集中支援事業

・地方の「職」を支える人材育成

・授業料減免の充実 等

・被災学生授業料減免等、被災私立大学等復興特別補助〔復興特別会計〕 ２８億円

・私立大学等改革総合支援事業(上記の一般補助及び特別補助の内数) １４４億円

教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学等との連携、グローバル化といった改革に全学的・組

織的に取り組む私立大学等に対する支援を強化するため、経常費・設備費・施設費を一体として重点

的に支援する。

◆私立高等学校等経常費助成費等補助 １，０２０億円
（対前年度増減 ＋１６億円）

私立高等学校等の教育条件の維持向上や保護者の教育費負担の軽減及び学校経営の健全性

の向上を図り、各私立高等学校等の特色ある取組を支援するため、都道府県による経常費助

成等に対して補助を行う。

・一般補助 ８７７億円

各都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援する。

・特別補助 １１７億円

各私立高等学校等の特色ある取組を支援する。

・教育の国際化の推進、教育相談体制の整備、特別支援教育に係る活動の充実、

学校安全の推進、授業料減免事業

・幼稚園における障害のある幼児受入れ、預かり保育への支援 等

・特定教育方法支援事業 ２７億円

特別支援学校等の特定の教育分野について、その教育の推進に必要な経費を支援する。
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【２６年度補正予算案 ３８３億円】

◆私立学校施設・設備の整備の推進 ９２億円

（対前年度増減 ＋５億円）

〔復興特別会計 １１３億円〕

《他に、財政融資資金 ３６７億円（前年同）》

建学の精神や特色を生かした私立学校の質の高い教育研究活動等の基盤となる施設・設備

等の整備を支援する。また、財政融資資金を活用し、学校法人が行う施設整備等に対する融

資を行う。

特に、東日本大震災の教訓等を踏まえ、また今後発生が懸念されている南海トラフ地震や

首都直下地震に備えるべく、私立学校施設の耐震化の一層の促進を図る。

・教育・研究装置等の整備 ８０億円

教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援する。

・私立大学等改革総合支援事業(上記の内数)

教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学等との連携、グローバル化といった改革に全学的・組

織的に取り組む私立大学等に対する支援を強化するため、経常費・設備費・施設費を一体として重点

的に支援する。

・私立大学等の全学的・組織的な改革取組を、施設・装置の整備を通じ支援する。

・耐震化等の促進 (復興特別会計での対応分を含む)

学校施設の耐震化等防災機能強化を更に促進するため、校舎等の耐震改築（建替え）事業及び耐震

補強事業の防災機能強化のための整備等を重点的に支援する。

◆私立大学等教育研究活性化設備整備事業 ４６億円

（前年同）

私立大学等改革総合支援事業の一環として、教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学

等との連携、グローバル化といった改革の基盤となる教育研究設備の整備を支援する。

◆私立学校施設の災害復旧

〔復興特別会計 ５億円〕

東日本大震災によって被害を受けた私立学校のうち、津波被害地域、避難指示解除準備区

域等にある学校の施設及び教育活動の復旧に必要な経費を支援する。

・私立学校施設の災害復旧〔復興特別会計〕 ４億円

・私立学校の教育活動復旧〔復興特別会計〕 １億円
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○大学教育再生の戦略的推進 ３７２億円
（対前年度増減 △３３億円）

〔復興特別会計 １０億円〕

◆世界をリードする教育拠点の形成 ２９２億円
（対前年度増減 △２５億円）

世界トップレベルの大学教育を実践する大学が、さらなる教育改革に取り組むことで、

我が国の大学教育を牽引することができるように教育拠点の形成を支援する。

・博士課程教育リーディングプログラム １７８億円 51件

・スーパーグローバル大学等事業 ８７億円 53件

・大学の世界展開力強化事業 ２４億円 66件（うち新規8件）

・情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業 ４億円 1件

◆革新的・先導的教育研究プログラムの開発推進 ８１億円
（対前年度増減 △８億円）

〔復興特別会計 １０億円〕

高等教育の革新的・先導的教育研究プログラムを開発・実施する意欲的な取組を支援

することにより、我が国全体の大学教育の充実と質の向上を図る。

・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 ４４億円 (新規)

・大学教育再生加速プログラム（ＡＰ） １２億円 67件

・大学間連携共同教育推進事業 ２２億円 48件

・理工系プロフェッショナル教育推進委託事業 １億円 2件(新規)

・大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業〔復興特別会計〕

１０億円 14件

等

○高度医療人材の養成と大学病院の機能強化 ４４億円
（対前年度増減 △１０億円）

大学及び大学病院を通じて、高度医療を支える人材の養成及び新しい医療技術の開発等を

担う人材の養成を促進するとともに、地域医療の最後の砦である大学病院の機能を強化する。

・先進的医療イノベーション人材養成事業 ３２億円

未来医療研究人材養成拠点形成事業 １６億円 25件

がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン １６億円 15件

・大学・大学院及び附属病院における人材養成機能強化事業 １０億円

課題解決型高度医療人材養成プログラム ８億円 26件

・大学における医療人養成の在り方に関する調査研究 １億円 (新規)
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未来へ飛躍するグローバル人材の育成

○グローバル人材育成のための大学の国際化と学生の双方向交流の推進

４６３億円
（対前年度増減 △１９億円）

◆大学教育のグローバル展開力の強化 １１０億円
（対前年度増減 △１７億円）

我が国の高等教育の国際競争力の向上及びグローバル人材の育成を図るため、国際化を徹

底して進める大学や学生のグローバル対応力育成のための体制強化を進める大学を支援。ま

た、大学教育のグローバル展開力の強化を図るため、我が国にとって戦略的に重要な国・地

域との間で、質保証を伴った国際教育連携やネットワーク形成の取組を支援。

・スーパーグローバル大学等事業【再掲】 ８７億円

・スーパーグローバル大学創成支援 30件

・経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援 23件

・大学の世界展開力強化事業【再掲】 ２４億円

・中南米等との大学間交流形成支援 8件(新規)

・「キャンパス・アジア」中核拠点支援 10件

・米国大学等との協働教育創成支援 12件

・ＡＳＥＡＮ諸国等との大学間交流形成支援 17件

・海外との戦略的高等教育連携支援 13件

・ロシア、インド等との大学間交流形成支援 6件

◆大学等の留学生交流の充実 ３５３億円
（対前年度増減 △３億円）

意欲と能力のある若者全員に留学機会を付与し、日本人留学生の倍増（6万人→12万人）

を目指すため、留学促進キャンペーン「トビタテ！留学JAPAN」を推進し、若者の海外留学

への機運醸成や、奨学金等の拡充による留学経費の負担軽減を図る。

また、「留学生30万人計画」の実現に向け、日本留学の魅力を高め、優秀な外国人留学生

を確保するため、住環境を含む国内外の学生が交流する機会等の創出、海外拠点や就職支援

に係るプラットフォームの構築等の受入れ環境充実のための支援を強化する。

・大学等の海外留学支援制度の拡充等 ９２億円

・大学等の海外留学支援制度の拡充 ９２億円

・海外留学のための奨学金等支給による経済的負担の軽減

＜大学院学位取得型＞ 250人 → 270人（ ＋20人）

＜協定派遣型＞ 20,000人 → 22,000人（＋2,000人）

・双方向交流の推進による日本人学生の海外留学促進

＜協定受入型＞ 5,000人 → 7,000人（＋2,000人）

・日本人の海外留学促進のための広報活動等 １億円
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・優秀な外国人留学生の戦略的な受入れ ２６０億円

・日本留学への誘い、入り口（入試・入学・入国）の改善 ７億円

・留学コーディネーター配置事業の拡充 3拠点 → 4拠点 等

・大学等のグローバル化の推進【再掲】

・スーパーグローバル大学等事業

・大学の世界展開力強化事業

・留学生の受入れ環境づくり、卒業・修了後の社会の受入れの推進 ２４３億円

・外国人留学生奨学金制度

国費外国人留学生制度 11,263人

双方向交流の推進による日本人学生の海外留学促進

＜協定受入型＞ 5,000人 → 7,000人（＋2,000人）【再掲】

文部科学省外国人留学生学習奨励費 7,070人

・住環境・就職支援等受入れ環境の充実 6件【新規】 等

高等教育局合計 １兆７，８８７億円

（対前年度増減 △２３０億円）
〔復興特別会計 １９３億円〕

（注１）合計には、日本私立学校振興･共済事業団補助（基礎年金等）を除く。

（注２）合計には、他局が計上する私学助成予算を除く。
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